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１．業界団体が全国的に展開している対策や提言 
①「事故半減のための緊急対策」の実施状況（一般社団法人全国LPガス協会） 

○一般社団法人全国LPガス協会（以下「全Ｌ協」という。）は、平成24年4月から平成
27年3月までの３年間を実施期間とする「ＬＰガス安全安心向上運動」をスタート。こ

れまでの事業の検証を踏まえ、都道府県協会自らが個別の企業と連携を密にした
活発な運動を展開するよう計画して実施する。 

○平成２４年１０月に本運動の進捗状況アンケートを実施した。 

「２３年度末までの事故防止対策」 
【重点項目 】 
ＣＯ中毒事故防止 
お客様の不注意による事故防止 
自然災害対策 
 
【徹底項目 】 
＜緊急対策第４弾の総ざらい＞  
１．販売事業者の法令遵守徹底 
２．埋設管事故防止  
３．業務用厨房施設等のＣＯ中毒事故防止  
４．販売事業者に起因する事故防止  
５．都道府県協会独自の対策 
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「ＬＰガス安全安心向上運動」 
（平成２４年４月から３年間） 
【実施目標 】 
死亡事故ゼロを目指す。 
販売事業者に起因する事故ゼロを目指す。 
全体の事故件数をできる限り減少させる。 
(数値目標としては、直近５年間（H18～H22）の
事故件数が平均約２２０件となっていることから、
３年間で１／３以下にすることを目指す。) 
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１．業界団体が全国的に展開している対策や提言 
②七協議会における行動基準の対策 

5 

○日本液化石油ガス協議会を始めとする
七協議会は、平成２４年１０月に以下の３
項目を行動基準として採択し、実態調査
を実施。平成２５年３月に結果をとりまと
め予定。 

 
（１）消費者に起因するＬＰガス事故の防止
対策としての閉栓カバーの普及促進。 

（２）事業者に起因するＬＰガス事故の防止
対策としての調整器の期限管理の実態
調査。 

（３）業務用ＣＯ中毒の事故対策機器の普
及状況の実態調査。 



○ 最新情報の提供 

 
液化石油ガスの保安に特化した指導者の育成を行い（保安専門技術者指導等事業）、その指
導者が各地域で研修会を行ったり、中小の液化石油ガス販売所等で個別に指導を行うこと（地
域保安指導事業）により、全体的な保安レベルの維持、向上を図る。 

 
○保安専門技術者の育成（２４年度実績：研修延べ２７回、修了者数延べ２２８人） 
   ・法令指導講習 
   ・保安業務指導講習 
   ・ＣＯ中毒事故防止技術講習 

指導者の育成（保安専門技術者指導等事業） 

 
○地域保安講習会の実施（２４年度実績：研修延べ１５１回、受講者数９，４４６人） 
○中小零細販売事業者への個別指導・点検調査指導 
                 （２４年度実績：事業所４６６、受講者数１，０２８人） 
 

指導者による地域保安講習会等の実施（地域保安指導事業） 

２．保安教育の確実な実施 
保安専門技術者指導事業及び地方における講習会等 

液化石油ガス保安指導者の育成と講習会等の実施（委託事業） 
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食品工場及び業務用厨房施設における一酸化炭素中毒事故の防止について（要請） 
＜平成２４年８月２４日＞ 

 ○経済産業省から、次の団体の長あてに実施要請 
 全国ＬＰガス協会、日本液化石油ガス協議会、全国ＬＰガス保安共済事業団 
 高圧ガス保安協会、日本ガス協会、日本コミュニティーガス協会 
○経済産業省から、次の関係省庁あてに、関係機関・関係団体への注意喚起を要請 

総務省 消防庁 予防課 
厚生労働省（健康局 生活衛生課、労働基準局 安全衛生部 化学物質対策課） 
農林水産省（食品産業局 企画課、食料産業局 食品製造卸売課、食料産業局 食品小売サービス課 外食産業室） 
文部科学省 スポーツ・青少年局 学校健康教育課 
国土交通省 観光庁 観光産業課 
経済産業省（製造産業局 産業機械課、商務情報政策局 日用品室、商務流通グループ 製品安全課） 
 

（１）ガス消費設備使用中は、冷暖房機を使用する時期においても、必ず換気（給排気）を実施。 
（２）ガス消費設備の点検（使用開始時と使用終了時、１日１回以上の作動状況点検等）及び異常時の適切

な措置。 
（３）日頃からの手入れの実施、自然災害後及び停電時の注意。 
（４）グリスフィルター、脱臭フィルタートウの定期的な清掃又は交換。 
（５）万一の不完全燃焼に備えた業務用換気警報器の設置。 

内容：ガス消費設備の使用者と管理者への注意喚起 

7 ～平成22年度、23年度にも同様の注意喚起を関係省庁に要請～ 

◎食品工場及び業務用厨房施設でのＣＯ中毒事故 
  平成２４年（８月時点）：４件（死者０名、症者２６名）、平成２３年：１３件（死者０名、症者４１名） 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
①食品工場及び業務用厨房施設でのCO中毒事故防止注意喚起 

（平成２４年８月２４日） 
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（総務省消防庁宛の例） 

要 請 文 書 
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１．取組対象及び方法 
・平成２３年度から、中部地区におけるガス体業界の最大手である東邦ガス（株）と協力して食品関係団体
等への説明やパンフレット※配布により、食品衛生責任者（飲食店・食品工場で選任義務付け）を対象と
して周知・啓発活動を実施。 ※配布パンフレット「業務用厨房でガスをお使いのみなさまへ ガス機器の正しい使い方」 

 

２．周知・啓発活動実績 
（１）Ｈ２３年度実績（Ｈ２３年度合計 5385部配布） 
・名古屋市：食品衛生責任者講習会会場（200部）､保健所（16カ所）､飲食店等営業許可申請窓口（480部）   
・愛知県食品衛生協会：支部窓口（24カ所 2450部） 
・岐阜県：保健所及びセンター窓口（11カ所）､飲食店等営業許可申請窓口（680部） 
・岐阜市：食品衛生責任者講習会会場（150部） 
・三重県：保健福祉事務所（8カ所）､飲食店等営業許可申請窓口（590部） 
・三重県食品衛生協会：支部窓口（10カ所）､食品衛生責任者講習会会場（820部） 
・石川県及び（社）石川県LPガス協会への協力要請（15部）                                          
（２）Ｈ２４年度実績（Ｈ24年7月26日現在） 
・4月12日、愛知県めん類生活衛生協業組合理事会にて周知を実施。 
・別途、各県庁及び県LP協会を訪問して啓発（三重県：今年4月17日､岐阜県：今年4月19日）。 
・今年4月の愛知県めん類生活衛生協業組合に加え、岐阜県及び三重県の次の関係団体役員及び事    
務局に対し説明、周知を実施。なお、当該関係団体へは、今後、パンフレットを配布する予定。 
・6月27日：岐阜県飲食生活衛生同業組合 
・7月6日：三重県飲食業生活衛生同業組合､三重県喫茶飲食生活衛生同業組合､三重県料理業生活衛 
    生同業組合､三重県旅館ホテル生活衛生同業組合 
  

３．今後の周知・啓発活動予定 
 ・ガス事業者が行う警報器設置の取り組みの後押し､警報器業界との連携による取組について検討。 10 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
②中部近畿産業保安監督部によるＣＯ中毒事故防止に係る周知・啓発 



【参加省庁】 
内閣府 消費者庁 消費者安全課 
総務省 消防庁 予防課 
文部科学省 スポーツ・青少年局 学校健康教育課 
厚生労働省 健康局 生活衛生課 
厚生労働省 労働基準局 安全衛生部 化学物質対策課 
農林水産省 食料産業局 食品小売サービス課 外食産業室 
農林水産省 食料産業局 食品製造卸売課 
国土交通省 観光庁 観光産業課 
経済産業省 製造産業局 産業機械課 
経済産業省 商務情報政策局 日用品室 
経済産業省 商務流通グループ 製品安全課 
経済産業省 原子力安全・保安院 ガス安全課 
経済産業省 原子力安全・保安院 液化石油ガス保安課 11 

○業務用厨房施設等における一酸化炭素（ＣＯ）中毒により、消費者、労働者が被
災する事故が多発している状況を踏まえ、危害防止に資する事故情報や行政の
取組事例等の情報交換を目的として、関係省庁による会議を設置。 

○平成22年4月に第1回を開催、平成24年8月2日で3回目。 
○第3回は、事故の状況、普及啓発活動及び技術開発の状況について、報告を行

うとともに、日本ガス協会、高圧ガス保安協会より、それぞれ業務用需要家の実
態調査の結果について報告を受けた。 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
③業務用厨房施設等における一酸化炭素中毒事故連絡会議 



   経済産業省本省は、ＣＯ中毒事故の防止のため、厚生労働省及びその関係団体
に対して、以下のとおり、周知・啓発を行った。 

○平成２４年７月９日、食品衛生責任者を活用してＣＯ毒事故防止を行えないか、厚労省監
視安全課を訪問し、相談。概要以下のとおり。 

 ・食品衛生責任者の資格要件、講習内容、テキスト等は、都道府県に任せており、講習や
テキストにＣＯ中毒を盛り込むかどうかは各都道府県次第。 

 ・各都道府県のＬＰ保安行政部局から、衛生部局にアプローチすることが効果的、との助言。 
  →７月２６日の都道府県保安担当課長会議において伝達。 

○平成２４年７月３日、全国調理師養成施設協会を訪問し、相談。概要以下のとおり。 
 ・全国にある調理師の養成施設約２７０箇所中、２１１箇所が加盟。 
 ・教科書の改訂は2､3年先。今すぐに教科書にＣＯ中毒関連の掲載はできない。 
 ・今すぐできる協力としては、加盟者に向けて、電媒で情報発信をすることは可能。 
  →経産省からパンフレットのＵＲＬをお伝えしたところ、７月２０日付け協会の機関誌 
        に掲載（別紙参照）。 
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○平成２４年６月２０日、ＣＯ中毒事故防止を調理師の資格取得時に講習科目として組み込
めないか、厚労省健康増進課を訪問し、相談。概要以下のとおり。 

 ・調理師資格を取得する方法は、①2年以上の実績+試験、②養成施設卒業、の２通り。 
    ①は都道府県が試験等を実施。②は厚労大臣が指定する調理師養成施設が実施。 
 ・要請施設の団体「全国調理師養成施設協会」に相談してみてはどうか、との助言あり。 

３．ＣＯ中毒等事故防止対策 
④経済産業省（本省）から厚生労働省への協力依頼 



別紙 
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